


































































































































































































































































　第二章　上告（507～529） 　　第二節　督促手続（382～395） 　　第七節　 仮 執 行 之 宣 示（509～
515）











































　　第三節　 婚 姻 事 件 程 序（768～
790）











































































































稿はこれら 3 つの修正案の構成を表（ 2 ）にまとめてみた。
　以上 3 つの修正案の内容を比較してみれば，言葉遣いや節の順序の変
化など微妙に違うところが多く見られる。例えば，第 1 編第 1 章第 3 節
について，「訴訟法修正案」は「指定による管轄」とし，「民訴甲第一号」
は「裁判による管轄」となり，「民事訴訟法案」では「管轄裁判所の指
定」とされている。また，第 2 編第 1 章「地方裁判所の手続」について
は，いずれも10節の構成となっているが，「民事訴訟法修正案」では第
9 節「判決」，第10節「欠席判決」となっているところを，「民事訴訟法
案」ではそれを第 2 節と第 3 節にした。第 2 編第 2 章「区裁判所の手続」
































































































































































































































第一節　事物の管轄 第 1 ～ 9 条 第二章　区裁判所の訴訟手続 第422～432条
第二節　土地の管轄 第10～30条 第三編　上訴
第三節　管轄裁判所の指定 第31～32条 第一章　控訴 第433～466条





第一節　当事者能力及び訴訟能力 第47～62条 第五編　証書訴訟 第515～527条
第二節　共同訴訟 第63～66条 第六編　人事訴訟
第三節　第三者の訴訟の参加 第67～78条 第一章　 婚姻事件及び養子縁組事件
に関する手続
第528～557条




第五節　訴訟費用 第91～107条 第三章　 禁治産及び準禁治産に関す
る手続
第575～605条
第六節　訴訟上の担保 第108～115条 第四章　失踪に関する手続 第606～616条
第七節　訴訟上の救助 第116～126条 第七編　督促手続 第617～631条
第三章　訴訟手続 第八編　強制執行
第一節　口頭弁論及び書面準備 第127～151条 第一章　総則 第633～691条
第二節　送達 第152～179条 第二章　 金銭の債権に関する強制執行
第三節　期日及び期間 第180～192条 第一節　動産に対する強制執行 第692～723条










第一節　判決前の訴訟手続 第120～252条 　第二款　強制競売 第780～879条
第二節　判決 第253～286条 　第三款　強制管理 第880～899条
第三節　欠席判決 第287～302条 第五節　船舶に対する強制執行 第900～907条
第四節　準備手続 第303～310条 第六節　 共有者（物）の分割を目
的とする強制競売
第908～909条
第五節　証拠及び証拠調の総則 第311～333条 第三章　 物の引渡又は作為若しくは
不作為に関する強制執行
第910～918条
第六節　人証 第334～364条 第四章　仮差押及び仮処分 第919～947条
第七節　鑑定 第365～378条 第九編　公示催告手続 第948～979条
第八節　書証 第379～410条 第十編　仲裁手続き 第980～1004条

















第一章　事物管轄 第 1 ～12条 第一節　事物の管轄 第 1 ～ 9 条
第二章　土地管轄 第13～36条 第二節　土地の管轄 第10～30条
第三章　指定管轄 第37～38条 第三節　管轄裁判所の指定 第31～32条

















第五章　訴訟費用 第114～139条 第五節　訴訟費用 第91～107条
第六章　訴訟担保 第140～151条 第六節　訴訟上の担保 第108～114条












第三節　日期及期間 第213～228条 第三節　期日及び期間 第180～192条

















第一節　起訴 第303～324条 第一節　判決前の訴訟手続 第200～244条







第二款　人証 第364～397条 第六節　人証 第334～364条
第三款　鑑定 第398～414条 第七節　鑑定 第372～378条
第四款　証書 第415～446条 第八節　書証 第379～409条
第五款　検証 第447～448条 第九節　検証 第411～413条
第六款　証拠保全 第449～457条 第十節　証拠保全 第414～420条
第五節　裁判 第458～491条 第二節　判決 第253～286条
第六節　缺席判決 第492～508条 第三節　欠席判決 第287～302条




第一節　控告程序 第528～563条 第一章　控訴 第433～466条
第二節　上告程序 第564～586条 第二章　上告 第467～486条










第四章　公示催告程序 第670～725条 第九編　公示催告手続 第949～979条
第五章　人事訴訟 第六編　人事訴訟























案の民事訴訟法第 8 編「強制執行」は 4 章から構成されているが，大清
民事訴訟律草案により取り入れられたのが同編第 4 章の「仮差押及び仮




た。表（ 4 ）によれば，第 1 編の「審判衙門」は日本改正案の第 1 編総
則の第 1 章「裁判所」に対応し，第 2 編の「当事人」は日本改正案の第
1 編第 2 章「当事者」に，第 3 編「普通訴訟手続」は日本改正案第 1 編
第 3 章「訴訟手続」，第 2 編「第一審の訴訟手続」，第 3 編「上訴」及び
第 4 編「取消訴訟及び再審訴訟」に対応している。第 4 編の「特別訴訟
程序」は日本改正案の第 7 編「督促手続」，第 5 編「証書訴訟」，第 8 編
「強制執行」の第 4 章「仮押え及び仮処分」，第 9 編「公示催告手続」，
第 6 編「人事訴訟」に対応している。また，章節の順番も調整された。
例えば，日本改正案第 2 編第 1 章第 1 節の「判決前の訴訟手続」と第 4
節「準備手続」は大清民事訴訟律草案では第 1 節「起訴」，第 2 節「準
備書状」，第 3 節「言詞弁論」となり，日本改正案の第 2 節の「判決」















































第 1 編 1 ～52条 31（60.78％） 17（33.33％） 2 （3.92％） 2 （3.92％）
　第 1 章 1 ～12条 9 0 1 2
　第 2 章 13～36条 16 7 1 0
　第 3 章 37～38条 0 2 0 0
　第 4 章 39～41条 3 0 0 0
　第 5 章 42～52条 3 8 0 0
第 2 編 53～167条 27（23.47％） 51（44.35％） 1 （0.87％） 36（31.30％）
　第 1 章 53～71条 2 10 1 6
　第 2 章 72～94条 6 10 0 7
　第 3 章 95～109条 4 6 0 5
　第 4 章 110～113条 1 1 0 2
　第 5 章 114～139条 10 9 0 7
　第 6 章 140～151条 1 9 0 2
　第 7 章 152～167条 3 6 0 7
第 3 編 168～617条 168（37.33％） 220（48.89％） 6 （1.33％） 56（12.44％）
　第 1 章 168～302条 42 61 6 26
　第 2 章 303～515条 97 98 0 18
　第 3 章 516～527条 5 7 0 0
　第 4 章 528～602条 22 41 0 12
　第 5 章 603～617条 2 13 0 0
第 4 編 618～800条 68（37.16％） 91（49.73％） 0 24（13.11％）
　第 1 章 618～637条 4 14 0 2
　第 2 章 638～649条 6 5 0 1
　第 3 章 650～669条 12 8 0 0
　第 4 章 670～725条 20 26 0 10
　第 5 章 726～800条 26 38 0 11
合計 800条 294 379 9 118












































































































































































































［資 料 3 ］ 民
訴 甲 第 一 号




















































































































































































































































合計 55か条 合計 53か条 合計 23か条 合計 9 か条 合計 22か条 11か条
内容が減少した条文





































































































































































































































































































































































































































































































日本改正案第36条第 1 項第 5 号では「判事カ不服ヲ申立テラレタル前審
ノ裁判又ハ仲裁判断ニ関与シタルトキ」を「法律上其職務ノ執行ヨリ除






















定だが，第 3 号「剥奪公権者」と第 4 号「第344条ニ掲ケタル者及ヒ第













































不服申立 第47条 3 日以内 第41条 即時
担保の返還 第142条 相当時間 第109条 1 か月以内
公示送達 第211条 7 日 第178条 14日
原状回復の申出 第233条 21日 第196条 14日
訴状送達と口頭弁論期日との期間 第308条 20日 第226条 14日
控訴の提起 第533条 30日の不変期間 第440条 14日の不変期間
訴訟記録の送付 第537条 快速 第466条 24時間以内
上告の提起 第572条 30日の不変期間 第472条 14日の不変期間
即時抗告に対する再審 第591条 30日 第499条 7 日の不変期間
公告の理由なし意見書の提出 第597条 規定なし 第492条 3 日以内
再審の提起 第611条 30日の不変期間 第507条 14日の不変期間
再審判決確定後再審提起できない
時間
同上 5 年 同上 3 年
支払命令の申出 第636条 6 個月 第631条 1 か月以内
公示催告 第715条 6 個月から一年 第971条 6 個月以上
金銭に関する規定
出頭しない証人への過料 第367条 100圓以下 第339条 50円以下
再度出頭しない証人への過料 同上 200圓以下 同上 50円以下
私書の真偽争いの過料 第446条 500圓以下 第409条 300円以下










か条乃至 4 か条を大清民事訴訟律草案の 1 か条に統合するものがある反









































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































第641条　第638条 に 掲 げていな
い事実及び書状の真否を証明す
るには正面のみをもって証拠方


















































































































































































は、上 告 によりて 受 けるべ
き利益が200圓を超えないと




























ぞれ 6 か条，「多数当事者」「訴訟費用」「訴訟救助」はそれぞれ 7 か条，
「禁治産宣告手続」は 8 か条，「送達」は 9 か条，「公示催告手続」は10
か条の独自な条文を設けている。
表（19）　大清民事訴訟律草案における独自な条文の分布

































































































































































































































































































































































































































































































































































































同上 署推事 程　明超 同上 同上 法政科進士 日本視察
陸　宗輿 館員 同上 民政部主事
早稲田大学留
学
高　種 同上 同上 法政科挙人
日本中央大学
留学
陳　毅 同上 同上 前学部参議 日本教育視察 厳　錦栄 同上 同上 アメリカ留学
金　紹城 同上 同上 大理院推事 日本視察 王　寵恵 同上 同上 イギリス留学




同上 法部員外郎 日本視察 朱　献文 同上 同上 日本留学





府、刑 事 律 例
館提調




顧　迪光 同上 同上 法部主事 朱　興汾 館員 同上
分 省 知 府、前
内閣候補中書
日本視察






















出典： 熊達雲『近代中国官民の日本視察』成文堂、1998年 8 月、第359～361頁、表29。（『政治官報』光緒33年11月


















氏名 従来の官職 外国との関係 氏名 従来の官職 外国との関係 氏名 従来の官職 外国との関係
梁　慶桂 内閣候補侍読 劉　果 礼部右丞 呉　廷燮
前民政部右参
議
胡　竣 翰林院編修 日本視察 喬　樹枏 学部左丞 陸　宗輿 候補四品京堂
早稲田大学
留学






















唐　宝鍔 同上 日本視察 潘　元勅 法部参事 王　学曾 直隷試用道










陳　懋鼎 外務部郎中 姚　晋昕 法部員外郎 張　一麘 直隷候補知府 日本視察
































1908年 5 月に，汪栄宝は1909年 4 月に修訂法律館に加わったもので，修
訂法律館の実際の人数は30人に過ぎなかった。そして，「修訂法律館辧
事章程」第 7 条の規定によれば，法律法案の起草を担当する第一科，第
二科はそれぞれ「科の事務を管理する総纂 1 名，纂修・協修各 4 名，調
査員 1 名または 2 名」が配置されると定められている。したがって，両











































のは45点 の 半 分 以 上 に 及 び，とりわけ 日 本 からのものは28点 で，
33.73％も占めている。なお，訴訟法関係の法律13点中に，フランス，













① フランス 刑 法 ②
ドイツ 刑 法 ③ ロシ
ア 刑 法 ④ オランダ
刑 法 ⑤ イタリア 刑





刑 法（未 完） ⑫ ア
メリカ刑法（未完）















ルギｰ 監 獄 規
則（未完）
① フランス 印 刷 法
②日本刑法論③プ














③ オ-ストリア 民 法








民 事 訴 訟 法

















③ アメリカ 会 社 法
論 ④ イギリス 会 社
法論⑤親族法論⑥
日本加藤正治破産
法 論 ⑥ オ － ストリ
ア裁判所編制法全
部⑦裁判訪問録⑧




訟 論 全 部 ⑪ ドイツ
高等文官試験法⑫
ドイツ 裁 判 官 懲 戒
法 ⑬ ドイツ 行 政 官
懲戒法⑭国際私法
①日本商法全部②
ドイツ 海 商 法 ③ 日
















① ドイツ 商 法 総 則










条 文 ⑧ フランス 民
法・身分証書条文⑨
フランス民法・失踪







民 事 訴 訟 法
（未完）
①法律名詞②岡松
参 太 郎 著「民 法 理
由総則・物権債権」
（未完）③奥田義人
著「相 続 法」 ④ 日
本法律辞典（未完）
注① 「修訂法律大臣沈家本奏修訂法律情形並請帰併法部大理院会同辦理摺」（光緒33年 5 月18日）故宮博物院
明清档案部編『清末籌備立憲档案史料』（下冊）中華書局，1979年 7 月，第837～839頁所収。
注② 「修訂法律大臣奏籌辧事宜摺」『政治官報』宣統元年二月二日，第四七一号。（『東方雑誌』1909（宣統 3 年）
第 3 期にも掲載された）。





































































































































































































































クの仕事を中止してしまった。日記によると，1910年 9 月23日（ 8 /20），
中国史上初の議院としての資政院が招集され，くじによってあらゆる議
員を 6 つのグループ（中国語では股）に分けられ，各グループに長 1 名が
推薦され，投票で理事 1 人が選挙されたという。汪はこの会議に出席し
なかったが，第 6 グループに配置され，かつ第 6 グループの理事に選ば

















ものであったならば，汪は草案の 3 / 4 まで作業を進めた計算となる。
　第五に，汪栄宝がチェック及び訂正を加えた大清民事訴訟律草案は日
本語で書かれたことが記されている。これは本稿の議論にとっては最も














































































































































































































































































光緒33年11月 1 日 不明 修訂法律館調 民法、商法、 修訂法律館


















注： 国立公文書館所蔵『明治39年　公文雑纂　司法省　14』No： 2 Ａ-13-1003文書，『明治40年　公文雑纂　司法省





























































































































































































































































































　（一）権利之行使 　　第五　法律上共助 　　　（ 3 ）期日及期間之併合





























　　（ 1 ） 狭義之形式的民事訴
訟之意義
　　　（弐）訴訟能力 　（柒）当事者双方審理主義



































　（二）執行行為及求此之行為 　　　　（二）補佐之範囲 　　　（ 1 ）開始手続











　　（一）権利保護之要件 　　　（ 3 ）終結手続
　第二　狭義之民事訴訟法 　　（二）訴訟妨害事実 　　　（ 4 ）特種手続




























　　　（壱）裁判所之構成 　　　　（ 1 ）訴訟之指揮 　　（柒）人事訴訟
　　　　（一）裁判所之独立 　　　　（ 2 ）秩序之維持 　第五　併合訴訟
　　　　（二）裁判所之組織 　　　　（ 3 ）訴訟之裁判
　　（壱） 因当事者之行為之併
合訴訟





　　　　（ 1 ）法定管轄 　　　（五）懈怠 第二章　執行要件
　　　　　（子）事物之管轄 　第四　外部関係 第三章　執行手続
　　　　　（丑）土地之管轄 　　（一）用語









































































































注釈： ①「民訴甲第一号」は松本博之・河野正憲・徳田和幸編著『日本立法資料全集」第43卷，『民事訴訟法（ 1 ）［明






























































































































































員会」委員（大正 2 年 6 月），「民事訴訟法改正主査委員会」委員（大正 3
年11月），「民事訴訟法改正調査委員会」調査委員（大正 8 年 7 月），「民事







































































































































































（ 3 ）　呉沢勇『「大清民事诉讼律」修订考析』『现代法学』2007年第 4 期。
（ 4 ）　趙林鳳『汪栄宝　中国近代憲法第一人』新鋭文創，2014年 4 月，第235～242頁。
（ 5 ）　日本旧民事訴訟法の改正史に関しては，詳しいことは松本博之著『民事訴訟
法の立法史と解釈学』（信山社，2015年10月）を参照されたい。




案］』（ 1 ）（日本立法資料全集43），信山社，1994年11月，第 3 頁による。









（ 9 ）　松本博之，河野正憲，徳田和幸編前掲（日本立法資料全集43），第 9 頁。
（10）　染野信義「わが民事訴訟制度における転回点」（『中田淳一先生還暦記念・民

















































































（34）　具体的には1909年は 5 月10日（ 3 /22），5 月14日（ 3 /25），5 月18日（ 3 /29），
5 月21日（ 4 / 3 ）， 5 月25日（ 4 / 7 ）， 5 月28日（ 4 /10）， 6 月 8 日（ 4 /21），
6 月11日（ 4 /24）， 6 月29日（ 5 /12）， 7 月23日（ 6 / 7 ）， 7 月23日（ 6 / 7 ），
8 月 6 日（ 6 /21）， 8 月13日（ 6 /28）， 8 月27日（ 7 /12）， 9 月 3 日（ 7 / 9 ）
が出勤され，1910年は， 1 月12（1909年12月 2 日）， 2 月22日（宣� 2 〔1910〕
年 1 月13日）， 3 月 1 日（ 1 /20）， 3 月 4 日（ 1 /23）， 3 月 8 日（ 1 /27）， 3 月
11日（ 2 / 1 ）， 3 月15日（ 2 / 5 ）， 3 月19日（ 2 / 9 ）， 3 月22日（ 2 /12）， 3 月
「大清民事訴訟律草案」と松岡義正との関係について 
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24日（ 2 /14）， 3 月26日（ 2 /16）， 3 月29日（ 2 /19）， 3 月31日（ 2 /21）， 4 月
7 日（ 2 /28）， 4 月 9 日（ 2 /30）， 4 月12日（ 3 / 3 ）， 4 月14日（ 3 / 5 ）， 4 月
16日（ 3 / 7 ）， 4 月19日（ 3 /10）， 4 月21日（ 3 /12）， 4 月23日（ 3 /14）， 4 月
26日（ 3 /17）， 4 月28日（ 3 /19）， 4 月29日（ 3 /20）， 5 月 7 日（ 3 /28）， 5 月
14日（ 4 / 6 ）， 5 月17日（ 4 / 9 ）， 5 月18日（ 4 /10）， 5 月21日（ 4 /13）， 5 月
24日（ 4 /16）， 5 月28日（ 4 /20）， 5 月31日（ 4 /23）， 6 月 9 日（ 5 / 3 ）， 6 月
16日（ 5 /10）， 6 月18日（ 5 /12） 6 月20日（ 5 /15）， 6 月25日（ 5 /19）， 6 月
28日（ 5 /22）， 6 月30日（ 5 /24）， 7 月 9 日（ 6 / 3 ）， 7 月12日（ 6 / 6 ）， 7 月
14日（ 6 / 8 ）， 7 月15日（ 6 / 9 ）， 7 月16日（ 6 /10）， 7 月21日（ 6 /15）， 7 月
30日（ 6 /24）， 8 月13日（ 7 / 9 ）， 8 月16日（ 7 /20）， 8 月18日（ 7 /14）， 8 月






























































































































































の許否を論す」（日本法政新誌 7 - 8 ・1903）
　　　　　　　 「民事訴訟法に於ける判決の客觀的確定力の本質及其範圍を論す」（法
令審議録（法令審議会会報） 3 ・1903）
　　　　　　　 「民事訴訟法に於ける上告の性質を論す」（日本法政新誌 7 - 1 ・
1903）
　　　　　　　「法人の名誉權に就て」（日本法政新誌 9 - 5 ・1905）
　　　　　　　「訴權の性質」（日本法政新誌 9 - 8 ・1905）
　　　【著書・講義録】




　　　　　　　 『民事訴訟法』（松岡義正述，和佛法律學校・1901（ 6 - 8 編，34年度
乙種講習科用））










　　　　　　　 『民事訴訟法』（仁井田益太郎講述，法政大學・1904（ 6 - 8 編を松岡
が講述：明治37年度講義録））
　　　　　　　 『民事訴訟法講義』（横田五郎講述，明治大學出版部・1904（ 3 - 5 編
を松岡が講述））
　　　　　　　 『民事訴訟法』（松岡義正講述，法政大學・1905（ 3 - 5 編：明治38年
度講義録， 6 - 8 編：明治37年度講義録））














月）http://www.terada.law.kyoto-u.ac.jp/tohoken/21_nishi.htm　 ア ク セ ス：
2013/10/ 6 ））
（81）　松岡義正の博士学位は大正 5 年 3 月25日に授与された。法学博士会会長穂積
以下高田早苗文部大臣，和田垣，阪谷，寺尾，浮田，新渡戸など90名の博士が
参会した推薦会議で，新博士候補者30名から13名の新人を新博士に推薦した。
筆頭に挙げられたのは松岡義正（時は東京控訴院判事）である。他は泉二新熊
（東京控訴院判事），岩田宙造（弁護士），谷野格（大審院判事），神戸憲次郎（慶
応大学教授），窪田静太郎（行政裁判所評定官），工藤重義（会計検査院検査官），
三浦新七（東京高等商業学校教授），気賀勘重（慶応大学教授），本多精一（新
聞記者），市村富久（東京法科大学教授），板倉松太郎（大審院検事），左右田
喜一郎（左右田銀行頭取）の名前が並べられている。
（82）　星野通『明治民法編纂史研究・日本立法資料全集　別巻33』信山社出版，平
成 6 年11月復刻版第一刷，162頁。
（83）　法務大臣官房司法法制調査部監修『日本近代立法資料叢書28』商事法務研究
会，昭和61年12月，50～59頁。
（84）　前掲『日本近代立法資料叢書28』148～150頁。
（85）　前掲『日本近代立法資料叢書28』157～160頁。
（86）　『帝国法曹大観』大正 4 年出版，松岡義正条参照。
（87）　松本博之，河野正憲，徳田和幸編著『民事訴訟法（ 1 ）［大正改正編］』（日本
立法資料全集10），信山社，1993年 2 月，第22~28頁による。
（88）　松本博之，河野正憲，徳田和幸編著前掲『日本立法資料全集10』，信山社，
1993年 2 月，第628～629頁。
（89）　松本博之，河野正憲，徳田和幸編著『民事訴訟法　［大正改正編］（ 3 ）』（日
本立法資料全集12），信山社，1993年 6 月，第59～60頁。
